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京大東アジアセンターニュースレター   第 317 号
(旧・「京大上海センターニュースレター」) 
















  時 間： 2010 年 5 月 18 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3階第 3教室 




 前期： 4 月 20 日（火）、 5 月 18 日（火）、 6 月 15 日（火）、7月 20 日（火） 






第 10 回 中国経済研究会 
  時 間： 2010 年 6 月 15 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3階第 3教室 
  報告者： 大西広（京都大学経済学研究科教授） 
テーマ： 「農奴解放前チベット農奴制の生産関数推定による農奴解放効果の研究」 
 
第 11 回 中国経済研究会 
  時 間： 2010 年 7 月 20 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3階第 3教室 
  報告者： 中川涼司（立命館大学国際関係学部教授） 



































公害との闘いは 1960 年代半ばに始まり、80 年代初めまで約 20 年かかった。「死の海」「七色の煙」から脱
し、環境を再生できたのである。「アメニティ」の言葉が流行ったのもこの頃である。 
 企業は革新的な技術を開発した。鉄鋼業の汚染削減の例で言うと、SOｘ排出量は 1972 年度の 3 万 7730




北九州市が 1972 年から 91 年までの 20 年間に公害対策に要した費用は、8,043 億円である（内訳は行政




このような環境再生の実績が評価され、1982 年には「緑の都市賞・内閣総理大臣賞」、1985 年には OECD































現在、この北九州エコタウンには、事業所 26、研究施設 17 が集積し、従業員数は 1,000 人を超えている
（常勤は 800 人位か）。資源の循環利用（循環型経済）はめざましい成果を挙げているが、環境ビジネスに
よる雇用創出は更なる成長が期待される。 














 北九州市は、中国の大連市と友好都市協定(1979 年)を結んで今日に至るが、「友好の 30 年は、環境協力の
歴史と言っても過言ではない」といわれる。 
 大連は急速な工業化や都市化に伴い、大気汚染が深刻化していた。北九州市は 1993 年、ODA を活用し、
市や市内企業の持つ公害克服経験と技術を総動員し大連の環境改善計画を提案した。従来、ODA は相手から
の要請主義であるが、北九州市が要請して採択されたものである。この計画に基づいて工場移転や排煙脱硫














1 割減量が実現した。堆肥は家庭菜園などに役立てられている。現在 2 万 5000 世帯に普及している。 






































































研修生の受入れは、近年は年間約 300 人である。1980～2009 年度累計では 133 カ国、5300 人余に上がる。
専門家派遣は同期間に 25 カ国、118 人である。対象は中近東･アフリカ、中南米、東欧と全世界に広がるが、
約半数はアジア地域である。人材育成を通して、発展途上国の環境改善に貢献している。 
KITA は国の機関 JICA みたいな仕事をしているが、自治体が参画する国際協力団体である。市はここに















（出所）Web サイト『みんなの株式』マネー講座 2010 年 5 月 12 日掲載 





























































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 8.7 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2008 年              
 4 月  15.7 22.0 8.5 25.4 164 21.8 26.8 ▲16.7 52.7 16.9 14.7 
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年             
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
